
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会  
社会福祉事業振興のための助成金実施要領 

 
１ 趣旨 

第１種・第２種社会福祉事業を実施する県内の民間社会福祉施設及び市町社会福祉協議会が 

行う社会福祉事業振興のための事業に対し、助成を行うものとし、その助成に関しては「社会 

福祉法人静岡県社会福祉協議会 社会福祉事業振興のための助成金交付要綱」に定めるものの 

ほか、この要領の定めるところによる。 

 

２ 助成対象 

静岡県内の第１種・第２種社会福祉事業を実施する県内の民間社会福祉施設及び市町社会福 

祉協議会とする。 

 

３ 助成対象となる事業 

（１）別表のとおりとする。ただし、連続して同じ内容の事業は認めない。 

（２）次の事業は対象外とする。 

ア 営利を目的とする事業 

イ 学術的な調査研究事業 

ウ 地方公共団体等の委託を受けて行っている事業 

エ 特定の個人またはグループの利益のみに寄与する事業 

 

４ 助成額及び対象経費 

別表のとおりとする。 

助成率は、申請事業所が静岡県社会福祉協議会会員の場合7／10、非会員の場合は5／10と 

する。（区分３、区分６、区分８、区分９を除く） 

 

５ 対象経費 

（１）謝金、旅費交通費、通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、賃借料、会議費、備品費、 

保険料、業務委託費、手数料、その他静岡県社会福祉協議会が必要と認めるものとする。 

（２）対象とならない経費は、下記のとおりとする。 

ア 経常的な運営経費、事務経費（人件費(※)、報酬、家賃、光熱水費、施設整備費等） 

   （※ただし、区分８のみ対象経費に含めることができる。） 

イ パソコンやコピー機等、組織運営のために日常的に使用する備品や物品購入 

ウ 視察や研修旅行費等、助成が適切でないと判断する経費 

エ 主催する役職員に係る経費（報酬、旅費交通費、会議費等） 

 

６ 助成対象期間 

年度内（交付決定をした年の翌年３月末日）とする。 

 

７ 助成事業での表示 

助成事業開催資料等には、「静岡県社会福祉協議会社会福祉事業振興のための助成」を明示 

する。 

 

８ 申込方法及び助成事業の決定について 

（１）別紙「交付申請書」を本会が運営するアプリ上で作成し、申請する。 

 



（２）申請数は、区分１において１法人３件以内、区分２から９において、１法人３区分 

(各区分１件)以内とする。 

（３）申請書の提出期限は11月末日とし、申請書の受理日に応じて随時決定処理する。 

 

附則 

 この要領は、令和元年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和２年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和３年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和４年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和５年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和６年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和７年度分の助成金から適用する。 

 

附則 

 この要領は、令和８年度分の助成金から適用する。 


